平成21年度　第4回建設事業評価委員会議事概要

日　　時　平成21年9月17日（木）　17時50分～19時30分

場　　所　大阪府職員研修センター（大阪府庁新別館南館８階）大研修室
出席委員　松澤委員長・岩井委員・柏原委員・加茂委員・小池委員・下村委員・多々納委員・
土居委員・星野委員・曲田委員・増田委員
議　　題　（１）槇尾川ダム建設事業の審議について

　　　　　（２）その他
（「○」：委員の発言、「◆」：事務局・部局の説明等、「⇒」：事務局・部局からの応答等）
【議事概要】
（１）槇尾川ダム建設事業の審議について
◆[委員長]本日の審議は槇尾川ダム建設事業に集中して行う。本日は、第3回委員会の資料を再整理し、審議の前提や今回の審議ポイントを明確にした上で審議を進めたい。再評価であり、基本的にこれまでの評価を踏まえ、以降に状況の変化があるかどうかをもとに審議したい。
◆事務局から、再評価の視点ごとに、平成11年度と平成16年度の本委員会における評価結果や条件、府の対応に関して、その後の状況に変化があるかどうかを確認し、今回の審議ポイントの案を説明。

・槇尾川ダムの必要性について、平成11年度の評価では、時間雨量50ミリ対策は最低限保障される水準としており、その状況に変化はない。計画降雨量の算出方法等、ダムの計画上の技術的な事項は、平成11年度の評価で基本的に問題ないとされている。

・平成12年度に大津川水系河川整備方針、整備計画が策定されており、その後の変更はない。ダムの完成予定が平成23年度から平成27年度に変わったが、中下流の河川改修と合わせた治水効果の発現は平成27年度である。
・槇尾川の50ミリ対策の進捗状況は、府内平均を下回っている。過去の評価でも確認しているが、府の財政状況の変化もあり、優先度を再度確認することが必要である。また、平成27年度にダムと中下流の河川改修が完了する実現性を確認することが、1つの審議ポイントと考えている。

・本ダムは、100年に１回の雨への対策（以下「1/100年対策」と記載）（槇尾川では時間雨量86.9ミリ）に有効であり、事業効果に変化はない。

・Ｂ/Ｃは前回評価時の1.46が今回1.27となったのは、資産データの更新等によるもの。平成16年度の評価で付されたコスト縮減の条件に対しては、平成19年度に工事費の縮減を報告している。工事費が約8億円減少しているが、用地費が同額増加しており、総事業費に変動はない。
・平成16年度の評価において、条件として付された具体的な自然環境保全計画の策定については、平成19年度に策定、報告し、その計画に沿った取組みが進められており、その後の状況に変化はない。

・代替案については、平成16年度の評価で河川改修（掘削）案等と比較検討され、経済的な差はほとんどないが、50ミリ対策において、災害リスクが早期に回避されるため、現行案が優位と判断された。現時点においてもダムの優位性に変化がないかどうか、確認の必要があると考えている。

・大阪府全体の1/100年対策は、平成８年の河川整備長期計画で、当面の50ミリ対策は、平成17年の都市基盤整備中期計画で位置づけられている。また、槇尾川を含む大津川水系の1/100年対策は平成12年の河川整備基本方針で、当面の50ミリ対策は平成12年の河川整備計画に位置づけられている。

・平成16年度の再評価では、「ダムプラス河川改修案」と「河川掘削案」を比較し、将来の整備コストは大きく変わらないが、当面の50ミリ対策において、「ダムプラス河川改修案」が「河川掘削案」より概ね10年早く完成するため優位と判断された。この点を改めて確認することが2つめの審議ポイントと考えている。

◆都市整備部から、府における治水対策の基本方針について補足説明。

・大阪府では、河川整備長期計画において、河川の整備目標を1/100年対策と定めており、槇尾川流域では時間雨量86.9ミリ対策を目標としている。

・流域内に国土軸や密集市街地等がある河川は、最初から1/100年対策（時間雨量80ミリ程度への対策）を、その他の河川は50ミリ対策を暫定的な目標として整備を進めている。

・槇尾川ダムは、将来の1/100年対策に手戻りがないよう、50ミリ対策を整備し、その後1/100年対策に着手するもの。

・治水手法については、河川改修を基本に他の手法との組合せを検討し、最適な手法を求めることとしており、槇尾川については1/100年対策（時間雨量86.9ミリ対策）の手法として、河川改修とダムを第1案として進めている。
◆[委員長]再評価では、これまでの評価をベースとして状況に変化がある場合は、それについて議論するのが原則であるが、私としては、知事の意見も反映したいと思う。前回までの議論の中で見過ごしたことや状況が変わった部分があるかもしれないので、白地に近い状況から考えるのもいいのではないかと考えているが、そういう進め方でよろしいか。

○知事の意見を聴いたが、このダムを造ったほうがよいのではないか。事業費を見ても河川掘削案と大きく変わらないし、ダムはここまでやってきた事業であり、早いということなので、そういう意味では造ったほうがよい。

○今ダムを審議しているが、他にも審議すべき事業はたくさんある。毎回このような審議をするのか。白紙に戻して、前提条件からもう1度検討するということは、ダムだからとか、知事の関心があるからということは、委員会としては、あまり考える必要はないのではないか。もう少しこの委員会の性格を考えて欲しい。平成11年度、平成16年度に議論された内容から、あまり新しい知見はない。平成16年度は専門部会も設けてかなり時間をかけて検討しており、今回、これだけをクローズアップするのはおかしいと思う。

◆[委員長]ゼロベースで考えることではなく、妥当かどうかをもう1度検討するということ。すべての事業で同様の審議を行うわけではない。府民から多くの意見が出されており、知事の思いも、ダムは自然に手を加えるという意味でできれば行いたくないとのことだったと思うので、新たな論点があれば、委員の方から出していただきたいという趣旨である。

○知事は、ダムは自然に手を加えると言われるが、堤防の改修も自然を傷つけることに変わりはないと思う。また、最後は知事が政治的判断をなさるので、委員会としては、委員がそれぞれの市民的立場、専門的立場で判断し、委員会としての結論を出すべきである。知事が最終的にこう判断するだろうから、こうしようかという話ではなく、委員会自身の判断を出さないと、ここで議論する意味がない。

○これまで予算や優先順位も考えながら議論してきたが、知事は、委員会は実際に見て意見を出してくれればよい、最終判断は自分がすると言われた。そういう方針が分かったので、予算は河川改修と大差がなく、現状や過去の経緯を見て、この状況であればダムを造ってしまうことが適切と考える。
◆[事務局]前回は、議論の前提や委員会の守備範囲がはっきりせず、議論が錯綜してしまった。今回は、委員長に相談させていただいた上で、これまでの評価結果等を整理して、議論のポイントになるのではないかという案を資料にまとめた。議論のポイントがそこでよいのかどうか、まず、ご確認いただきたいと考えている。

◆[委員長]議論のポイントとしては、事務局から説明があったとおりで、まず、前回、前々回の再評価における審議過程と本委員会の守備範囲を踏まえた上で2点に絞った。1つは、槇尾川の50ミリ対策が完了していない状況を踏まえた上での本事業の優先度と平成27年度に完了する実現性、もう1つは、前回の再評価では、代替案との比較について議論され、「ダムプラス河川改修」が優位とされたが、その状況に変わりがないか、この2点について確認したいと考えている。まず、治水対策の進捗状況からみて本事業の優先度について説明をお願いしたい。
◆都市整備部から、資料５ページで、大阪府内河川の50ミリ対策の状況を説明。

・50ミリ対策は、槇尾川では進捗率が70パーセントで、府内平均の89パーセントや南大阪の84パーセントに比べても低い水準であり、50ミリ対策を優先的に進めていく必要があると考えている。

○グラフ縦軸の100パーセントは何を示しているのか。

⇒[都市整備部]50ミリ対策のための改修が必要な現状に対して、100パーセント改修済みであることを示している。
◆[委員長]他になければ、資料２の中下流の槇尾川河川改修事業50ミリ対策の状況について、説明をお願いしたい。

◆都市整備部から、槇尾川の50ミリ対策について、今後のスケジュールを説明。

・槇尾川では、下流から順次50ミリ対策の河川改修を進めながら、上流にダムを建設し、　　　50ミリ対策を完成することとしている。中下流の50ミリ対策は、平成27年度に完了する予定であり、大津川水系河川整備計画に位置づけられている。予算上から見ても、今後、年平均約４億円程度の事業費であり、この程度の事業費は優先的に確保していけると見込んでいる。槇尾川ダムも平成27年度完成の予定で、平成16年度の前回評価時の完成予定から４年遅れているが、用地買収は92パーセント完了しており、残りは収用も視野に入れて手続きを進めている。また、ダム本体の建設工事は、今年の５月に契約し、平成27年５月が工期末になっている。従って、中下流の50ミリ対策と上流のダム建設により、平成27年度には槇尾川の50ミリ対策が完了する。

○ダム本体の工事が今年の5月に発注されたのか。知事は、私は造りたくないと言われたが、工事を発注されてから造りたくないと言って、今更、契約解除できるのか。

⇒[都市整備部]契約を解除するとなると、契約不履行の問題が生じると思う。

○違約金の額はどの程度か。

⇒[都市整備部]契約金額の2割で、発注金額が約30億円のため約6億円である。
○50ミリ対策とはどのような内容を示しているのか。50ミリの雨が降っても、例えば、河川が氾濫しないようにするのか、家屋の床下浸水が起こらないようにするのか、どのレベルの対策を言うのか。

⇒[都市整備部]１時間に50ミリの雨が降った場合でも、河川が氾濫しないというもの。

◆[委員長]他になければ、次のポイントについて説明をお願いしたい。

◆都市整備部から、資料６ページにより、槇尾川上流部の被害状況及び被害想定を説明。

・昭和57年と平成７年の槇尾川上流部における実際の被害状況と10年に1回、時間雨量42ミリの雨が降った場合の想定被害を記載している。中下流の境目付近で、床上浸水や昭和57年災害の床下浸水等が生じた。河川改修とダムを組み合わせることで、これらの被害は全て解消することができる。なお、ダムにより、中下流部においても、事実上50ミリ対策以上の効果が現れる。

○主な被害は、護岸が削られることと考えてよいのか。

⇒[都市整備部]落橋や護岸崩壊、また、川から溢水して道路を水が走った、あるいは水位が上がって浸水に至った等、複合した災害もある。

○大川橋付近の合流点では、川とすれすれの場所に家が建っている。そういうところで被害が出れば、相当大きくなると思う。

○川がカーブしているところは、護岸にすごい力がかかるのか。
⇒[都市整備部]　一般的にはカーブの外側で流速が早くなるが、護岸の根本の土が洗われて崩落したり、水位が上がっている状態で護岸の裏側に水が廻って護岸が落ちたりと、いろいろ考えられる。

○このように鋭角に近い角度で曲がっていても、護岸と河道を下げるだけで大丈夫なのか。路線をまっすぐに変えなくてもよいのか。

⇒[都市整備部]50ミリ対策においては、ダムからの放流量が小さいので、今の河道でも問題はないと考えている。ただし、日常の管理としては、毎年チェックしながら必要な維持管理で対応することになる。もしダムを造らなくて、1/100年対策を河川改修で行う場合は、流速を抑えるための落差工など総合的に考える必要がある。

○ダムは５月に発注して、付替道路工事も進んでいる。投資済みの費用もかなりの額に上っており、元に戻せば大きな損失になることを考える必要があるのではないか。

◆[委員長]次に、ダムを建設しない場合に上流部で実施する暫定50ミリ対策の河川改修について、説明をお願いしたい。

◆都市整備部から、ダムを建設しない場合に必要となる上流部の暫定50ミリ対策の河川改修について、改修が必要な区間、費用、期間等を説明。

・上流部1.6キロメートルの50ミリ対策を河川改修で行う場合の事業費は97億円、ダムを建設する場合は107億円である。上流部で時間雨量50ミリの雨が降った場合、毎秒50から　　60トンの水が流れる。時間雨量86.9ミリの場合は、毎秒85から110トンの水が流れる。これに対応するためには、例えばある箇所では、幅6.5メートル、深さ2.6メートル程度の現況断面に対して、幅を15メートルに拡げる必要がある。そのための用地を取得し、両側の護岸に最終計画の深さまでブロックを入れ、当面50ミリ対策に必要な分だけ川底の掘削を行う。最終的な86.9ミリ対策については、さらに川底を掘り下げる必要がある。

・上流部1.6キロメートルのうち、現況で50ミリ対策に必要な断面に足りていないのは　　883メートルだが、この部分だけ改修する場合、問題が2点ある。同一事業の用地買収では　　　1度しか税控除が受けられないため、2回に分けての買収は地権者の理解が得られにくい。また、改修箇所と未改修箇所の擦付け等が必要となり、余分な費用がかかる。さらに、仮の状態が長期間続くことは管理上望ましくないので、1.6キロメートル全区間で（最終目標である1/100年対策を見込んだ）50ミリ対策の改修を行う前提で積算した事業費が97億円である。

・但し、改修区間と改修区間の間隔が50メートル程度以上離れている場合、当面、その部分の用地を買収せず、1/100年対策の実施時まで置いておくことも考えられる。その場合、仮護岸と護岸の擦付けや落差工が必要になるが、それらを考えなければ工事費で10億円程度、用地費でも10億円程度安くなる可能性はある。

・「ダムプラス河川改修案」のメリット、デメリットについて、50ミリ対策では、「河川改修のみ」の案よりも高くつくが、治水効果の発現は10年程度早い。

・50ミリ対策における「ダムプラス河川改修案」の残事業費は95億円で、「河川改修のみ」の案に比べ、今後必要な事業費は30億円程度安く済む。また、ダム建設により、上流部1.6キロメートルだけではなく、大津川合流点までの全川でダムの効果が出る。これは、おおよそ時間雨量54ミリ程度の効果と試算している。また、治水手法を変更すると、下流での追加費用も発生する。
・「河川改修のみ」の50ミリ対策完成時期について、上流から河川改修を行うと、別途、危険な箇所が生じるため、下流から順次改修していくが、中下流が27年度に完成予定なので、平成28年度の工事着手が最速となる。そのためには22年度から27年度までの６年で、家屋等の移転も含め一定量の用地を買収する必要がある。

・６年間で地元合意を取り付けながら設計変更や境界等の調査、用地買収交渉を行うことは工程的にかなり厳しい。また、河川改修は川を流しながら行う必要があるため、工事は半分ずつしなければならない上に、梅雨や台風の時期には工事できないといった制約もある。

・上流部には、橋梁が９橋、落差工が９基、農業用水用井堰が2基と河川外の構造物が非常に多いため、地域の交通に影響を与えないよう配慮が必要であることから、10年が最短と考えている。

・なお、上流部を河川改修するためには、48戸の家屋の移転が必要になる。

○上流部にお住まいの48戸の方が、ダムか河川改修かどちらを希望されているのか、府は把握しているのか。

⇒[都市整備部]48戸の方は川沿いにお住まいで、昭和57年と平成７年の災害もあり、早く治水対策をしてほしい、安全に住み続けたいということである。私どももこれまでダムを建設すると説明しているので、ダムを早く建設して安全な場所にしてほしいとお考えのことと考えている。
○河川掘削案の場合は10年間遅れるということだが、河川の改修は、上流を広げれば中流下流が危うくなるため下流から行わなければならないため、という理由が理解できない。

⇒[都市整備部]原則的な話だが、上流の川幅を先に広げて下流が狭いままだと、広げた区間の最下流で溢れることになる。河川管理者としては、人為的に溢れる箇所を造ることはできないので、下流から改修することになっている。

○上流を狭いままで置いておけば、一定量になれば当然溢れる。確かに下流では溢れないが、それでは上流が10年間危険に晒されるのではないか。
⇒[都市整備部]河川改修の宿命的な問題であり、やむを得ないと考えている。しかし、ダムや遊水地は、川の水を貯める効果があるので、それらを上流に造っても下流に悪さはしない。そのため、河川改修とダムの組合せでは、河川改修を下から順次やりながらダムを早く造れば、上流の浸水被害も同時に解消できる。

○資料の9ページのデータを見ると、「ダムプラス河川改修案」が優位であることがはっきりしている。データが作為的かどうかは別だが、すでに相当の投資が進んでおり、今更ご破算にする必要はないのではないか。残事業費と完成までの期間などを考慮すれば、この事業をストップする意味はないように思う。

○ダムの総事業費128億円から不特定利水容量分21億円を控除しているが、この額の妥当性と控除する根拠を説明してほしい。この控除された21億円は別事業として成立するわけではないので、その妥当性に関してB/Cによる検証もないと思う。鉛筆をなめると、いくらでもダムが有利になってしまうのではないか。

⇒[都市整備部]21億円を控除するのは、治水とは目的が異なるという考え方で、この部分については、不特定利水としての効用に照らして妥当かどうかという判断が必要になると思う。

○不特定ということで、活用先が特に決まっているわけではないあるボリュームの水を貯めるための別のダムを建設するとした場合、目的が治水ではないという理由で、工事費から控除されるということだが、最初からこのボリュームを上乗せして、ダムを建設する理由はどこにあるのか。
　⇒[都市整備部]不特定利水容量の考え方は、国土交通省のマニュアルに従うもので、このダムでは、灌漑も含め流水の正常な機能の維持という観点での必要量を確保している。河川改修では、不特定利水容量を確保することができないため、比較の対象としては、不特定利水容量に関わる費用を控除している。

○必要不可欠だけれども不特定だという理屈が理解できない。必要不可欠であれば、活用先が決まっている水だと言えるので、それならそこで評価すべきではないか。

⇒[都市整備部]「不特定」という名前が誤解を招いている。水環境では、生態系、水質、景観等の要素を踏まえた正常流量を維持するため一定の容量を確保するが、この容量が、ダム計画策定の際に不特定利水容量という名前で入ってくる。

○水環境の維持に必要不可欠な水量を確保するためということは理解できたが、この流量算出の根拠を教えて欲しい。マニュアルの数値を当てはめただけなのか、あるいは槇尾川流域の生態系に絡んで実態に即して算定したのか。マニュアルの数値というのは全国一律なので、もしこれを当てはめただけなら、改めて検討してもいいのではないかと思う。

⇒[都市整備部]不特定利水容量は、国土交通省の河川砂防技術基準という指針に基づき算定している。維持流量の検討項目は、漁業、景観、動植物の保護、水質、渇水時の必要量など10項目程あり、そのうち槇尾川に該当するものを抽出し、槇尾川固有の維持流量を算出する。動植物の保護としては、オイカワの生息に必要な10センチメートルの水深を確保するほか、農業用水の容量については、現地を調査、検討するなどして、河川の維持や灌漑に必要な流量（正常流量）を算定した上で、10年に1回の渇水に対応できるだけの容量を検討した結果、槇尾川ダムでは45トンという容量が決められた。

○ダムを造らなければ正常流量そのものが不要で、ダムを造るからこそ正常流量を確保する必要が生じる訳だが、この不特定利水容量に関して、前回、前々回の評価の時点ではどのような取扱いになっていたかが気になる。また、総事業費で比較をするから分かりにくいのであって、事業費の話なら、残事業費だけ見ればよい。便益の評価にしても、評価時点を16年や19年に動かすから誤解を招く。河川整備の再評価マニュアルでは、評価時点を決めるよう求めているのであって、現時点でのやり直しを求めている訳ではない。誤解を招く部分は訂正したほうがよいと思う。

⇒[都市整備部]今の指摘については、以前の資料を確認した上で、再度整理したい。

◆[委員長]本日の予定時間を超過している。他に報告事項も残っているので、もう少し論点についての資料を整理して、次回に審議してはどうか。

○この議論をいつまでも続けるべきではないことは、皆さんお感じになっていると思う。今日のポイントは、ダムの優先度と代替案との比較におけるダムの優位性の2点で、委員会として、これらについて確認するということでよいのではないか。確認の上、異論のある委員がおられれば、個別に対応すればよい。前回も前々回もきちっとレビューした上で、改善点や付帯意見を出しているが、そうした作業も含めた今回のスケジュールやこの委員会の役割について、委員長のお考えをお聞かせいただきたい。

◆[委員長]今日は、意見があれば一からでも結構と言ったが、この案件についてはずいぶん議論しているし、大きな方向性が不適切であるわけではないと思う。本日もそれほど意見は出なかった。今日の議論に対する回答をいただいて、それが納得できるものであれば、次回、意見具申素案を示したいと考えている。

○今日は２点をポイントに議事が進められたが、自然環境保全も重要なポイントだと思う。前回再評価時には自然環境保全計画を作成するよう意見が付されていた。この委員会では、費用の面で大変議論してきたが、自然環境保全計画の策定など、過去に論点となった事項がうまく進んでいるのかどうかの確認が必要ではないか。

○資料に記載があるとおり16年度の再評価で付けた条件については、19年度にこの委員会で報告を受けて確認はしている。また、資料で「変化なし」と書かれている部分は誤解を招く。意見具申の案の作成に当たっては、今まで何を議論し、何を確認したのか、16年以降の確認事項も含めて、一度きっちりと整理すべきである。

○先ほど「データが作為的かどうかは別として」ということを申し上げたが、評価委員会ではどこまで厳密に数値を確かめるのか。無茶苦茶なものはないと思うが、不特定容量は曖昧に思うし、作為性があっても、おおよそでいくのなら、結論としてどちらかの案を選ぶときに、データの精密さと正確さを作為的と言われないような示し方をしてもらいたい。

⇒[都市整備部]数値は都市整備部で算出した結果を示している。これらは情報公開の対象になるので、求められれば説明責任をきちっと果たしていく。不特定容量もきちんと根拠がある。
○質問に対してはきっちりとお答えいただいているのだろうと思っているし、我々の眼光の鋭さが通用するかどうかもあるが、こういった議論を続けるプロセスの中で問題点が浮き上がると考えている。

　◆[委員長]今の点については、次回に説明をお願いしたい。積残しの問題がクリアになれば、次回に意見具申の素案を用意したいと思う。
（２）その他

◆[委員長]安威川ダムについて、事務局から報告をお願いしたい。

◆事務局から、下期に審議を予定している安威川ダム事業の概要を説明。

・事業採択は昭和51年度で、建設事業評価委員会では、平成10年度、平成15年度、平成17年度に再評価している。17年度は大阪府水源計画の変更に伴い、安威川ダムの利水容量が日量7万トンから１万トンに減少したことから再評価を行った。

・再評価のサイクルでは、次回は平成22年度だが、今回、水量予測の下方修正により安威川ダムの利水機能が不要となったため、事業計画が多目的ダムから治水ダムに変更されることになり、再評価の必要が生じている。

・ダム事業を継続する場合、ダム高を現状のまま維持するか、縮小するかの比較が一つのポイントになるが、この点を中心に事業計画の妥当性についてご審議をお願いしたいと考えている。

・実際の審議は下期を予定しているが、できれば現地をご覧いただきたいと考えているので、改めて案内申し上げる。

◆[委員長]本日の会議は以上で終了する。長時間ご審議いただき、お礼申し上げる。
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